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研究成果の概要（和文）：　戦後日本の教育政治の展開には、日本教職員組合（日教組）による教育労働運動が
大きな影響を与えてきた。本研究は、日教組が結成された1947年から、文部省との間での関係改善がなされた
1995年までの期間を主たる研究対象に据え、①日教組が所蔵する非公開史料の特別な許可の下での整理と活用、
②日教組幹部OBのヒアリングや私文書の活用を主たる方法として、当面の諸問題をめぐり日教組内部でどのよう
な論争や対立があり、それが結果的に日教組の運動にどういう方向性を与えたのかを、労働運動と教育運動の両
面から分析した。戦後史のさまざまな歴史的文脈の中に日教組を位置づけ直す成果を挙げることができた。

研究成果の概要（英文）：　This research focuses on the Japan Teachers' Union (JTU) from its 
formation in 1947 to its reconciliation with the Ministry of Education in 1995. The question of how 
political and economic fluctuations affected the conflict of debate over movement policies within 
JTU, and how they transformed JTU, is considered. 
　The goals and tactics of JTU's movement policy were almost identical with the lines considered by 
mainstream executives of the General Council of Trade Unions of Japan (Sohyo). Within JTU, the 
composition of the conflict over the movement policy was a direct reflection of the composition of 
the conflict between the trends in the labor movement at the time. Thus, the process of prosperity 
of the movement promoted by Sohyo the process of strengthening JTU's fighting power were congruent, 
and when the movement by Sohyo reached a dead end, the JTU movement also came to a dead end.

研究分野： 教育学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　文部省対日教組、保守対革新という単純な軸で論じられることが多かった戦後日本の教育政治をめぐる対立の
構造を、本研究の知見は大きく修正するものを含んでいる。また、戦後日本の教職員の教育労働運動に関する歪
んだイメージの一部を修正し、また、戦後教育史の中のいくつかの重要な出来事についての通説の見直しを提示
できた。本研究の成果は、戦後教育史像や戦後教育学のとらえ方に再考を迫るものであると同時に、政治史や労
働運動史、思想史などの研究に対しても示唆を与える内容を含んでいる。社会的意義としても、戦後史の捉え方
や評価をめぐる今後の議論に有益な知見を提供する点で大きな貢献をなすことになる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
日教組を研究対象とすることは、これまでは次の四つの問題により、本格的な研究を実施してい
く上での困難があった。①日教組の資料の多くが非公開のため、実像を実証的にとらえにくかっ
た。②日教組や単組が編纂した資料集や年史では、「運動の論理」が優先されてきたため、背景
にあった事情や過程など、重要なことについての情報が十分蓄積されてきていなかった。③教育
学者自身が運動に関与する当事者として関わってきていたため、日教組をよく知る教育学者が
その組織や運動それ自体を客観的に考察することがなかった。④政治的な対立が強かったため
に、イデオロギー的な立場からの攻撃言説、あるいは運動に期待をかける言説ばかり生産され、
研究者が日教組を把握する際にも、言説と実態との区別が十分なされないままそれらの言説に
依拠してしまってきていた。 
 実際、日教組の運動を研究対象とした実証的な歴史研究は、何人かの外国人研究者の手になる
ものを除くと、近年までほとんどなかった。この研究チームが、2012 年から研究に着手し、日
教組が所蔵する史料や日教組に関係する OB などのヒアリング調査を進めることで、ようやく
最近になって研究が進んで来た。 
2013 年度からの研究プロジェクトでは、本研究グループが日教組との間で取り交わした協定書
に基づき、一定のルールの下で、日教組が所蔵する非公開資料の整理に着手し、その資料群の研
究利用が可能になった。また、日教組 OB へのヒアリング調査のルール作りも進め、それに基づ
いて、1980 年代の日教組執行部にいた人たちへのヒアリング調査を開始した。 
 それに続く 2016 年度からの研究プロジェクトでは、結成から 1950 年代までの時期に作成さ
れた膨大な資料群の整理を集中して進め、簿冊名のリストと、特定の資料群に関しては事項索引
作りの作業を進めた。日教組 OB へのヒアリング調査も対象者を拡げるとともに、聞き取り対象
者から手元に残された私文書を提供してもらい、その私文書の資料群の保存と目録作りを進め
た。こうした史料整理やヒアリング調査の成果をもとにして、結成時から総評加入までの時期の
日教組、給特法や人確法をめぐる対立や本格的なストライキ闘争が展開された 1970 年前後の時
期の日教組、内部の対立が激化した 1980 年代の日教組などについて、内部資料やヒアリングデ
ータを活かした研究が出されてきた。 
しかし、本研究を開始するまでの段階では、上述したこの研究チームの成果も部分的で、戦後史
の大きな流れの中のいくつかのポイントを点描のように掘り下げた段階にとどまっており、ま
だ大きな研究上の空白が存在していた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、1947 年の結成から 1995 年の文部省との和解までの日教組を研究対象に据え、当
時の政治や経済の変動に規定された日教組の運動のあり方が、どのように教育をめぐる政治に
影響を与え、その政治構造をどう変容させていったのかについて、労働運動と教育運動の両面か
ら分析を進めることを目的としている。 
 本研究のもっとも基本的な問いは、「冷戦時代及びそれに続く時代に、左右両派のイデオロギ
ー的な諸言説によって作られた日教組の姿は、どこまで適切なのか？」という問いである。さら
に、個別の事件や事例の考察をつないで戦後教育史像を再構築していく文脈で見た場合、検証し
ていく問いは、「それぞれの時期の重要な出来事や問題に対して、日教組は内部でどういう論争
や対立があり、どのように重点課題や運動の目標・手段を設定していったのか」という問いであ
る。これらの問いへの答えを探すことで、本研究は、冷戦時代のしがらみを脱した、冷静な戦後
教育史記述にとって不可欠な日教組像を提示することを目ざした。 
 具体的には、一方では、賃上げや勤務環境の改善、労働基本権回復などを目ざしていた労働運
動の側面から、さまざまな事件や出来事についての考察を行うことにした。1948 年のマッカー
サー書簡と政令 201 号を出発点に作られた公務員法制の中で、日教組の組合員の大多数を占め
た初中等教育機関の教職員もまた、教育公務員として公務員法制の中に組み込まれた。そこでの
運動は、経済的な要求と政治的な改革を求める要求とが両方存在し、これまでの歴史記述の言説
や研究の中では後者、すなわち政治的な側面にのみ、もっぱら光が当てられてきた。本研究では、
一次史料に立ち戻って検討することで、日教組の政治的な側面についてのこれまでの記述の妥
当性を検証するとともに、経済的な側面が運動の中で占めていた重要性を適切に位置づけ直す
ことを目ざした。 
 また、日教組が展開した教育運動に関しても、これまでの諸言説や諸研究では見落とされてき
た視点からの考察を進めることを目ざした。特に、1951 年にスタートした教育研究全国集会（第
４回までは「大会」）及び 1970 年代初頭に重要な報告書をまとめた｢教育制度検討委員会（第一
次）」を焦点にあてて、｢誰が何を考えて、どのように計画・運営していったのか」を考察するこ
とを目ざした。 
 もう一つ、本研究の重要な目的は、劣化するままに放置されてきていた、日教組が所蔵する史
料の保存と整理、このままでは散逸しかねない、日教組 OB が所蔵する私文書の保存と整理を進
める点にある。戦後教育史や戦後政治史の中で重要なアクターの一つとしての役割を果たして
きた日教組の活動を、今後の研究者が実証的に考察するための基本的なアーカイブの構築が、上



記のような研究主題を設定した本研究の作業の中で作られていくことになる。それは、本研究が
据えた個々の具体的な諸課題の射程を超えて、戦後教育史研究のための重要な基盤を作ること
にもなる。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、「労働運動チーム」と「教育運動チーム」という２つのチームを作り、それぞれ
チーム内に３つのグループ（合計６つのグループ）を作って研究を進めていった。「労働運動チ
ーム」は、国際的な労働運動と教員組織の動向を踏まえながら、総評－官公労―公務員共闘－日
教組の関わりの中での路線選択と運動の展開を考察した。結成（1947 年）～1950 年代までを扱
うグループは、主に日教組が所蔵する史料の整理を進めながら分析を進め、その成果を『歴史と
しての日教組（上）』にまとめて刊行した。1960～70 年代を対象にしたグループでは、大会・中
央委員会の資料を中心に、その読解と分析にとり組んだ。1980～90 年代を対象にしたグループ
では、主に日教組 OB へのヒアリング調査を軸に、彼らが手許に所蔵してきた私文書の提供を求
め、ヒアリングデータと私文書を使いながら分析にとり組み、その成果を『歴史としての日教組
（下）』にまとめて刊行した。 
 「教育運動チーム」は民間教育運動及び進歩的学者・文化人との関わりを検討しながら、運動
の展開を考察した。具体的には、教育研究全国集会（第 4 回までは「大会」）を考察するグルー
プが、1950 年代の全国教研の企画・運営の状況についての考察を進め、教育制度検討委員会グ
ループが、1970 年代初頭の同委員会についての史料整理と分析を進めた。また、日教組が設立
した国民教育研究所についての資料収集を進めるグループが、資料調査とヒアリング調査とを
行った。 
 本研究での主たる方法は、これまで研究に活用されてきていなかった史料の整理・分析と、こ
れまで聞き取り記録等を残してこなかった日教組関係者へのヒアリング調査との二つである。
これらは、チーム・グループ横断的に担当メンバーを組織して作業を進めた。 
前者については、①整理する簿冊群の特定、②簿冊リスト（第一次）の作成、③必要なものの

デジタル化、④デジタルデータと現物による簿冊リスト（第二次）の確定、⑤特定の簿冊で事項
索引が必要なものの選定、⑥デジタルデータを利用しながら事項索引の作成、⑦最終チェック、
⑧簿冊リストの統合版の作成、⑨事項索引の統合版の作成、という作業の工程を経て、少しずつ
膨大な資料群を、利用可能なものにしていく作業を進めた。本研究プロジェクトでは、1960 年
代初頭までの時期の日教組執行部関係の資料の整理をほぼ完了させた。後者については、1980
年代の日教組三役を中心に、日教組の動きに深く関わってきていた人の中から、これまで約 30
人について、それぞれ１～数回のヒアリングを実施し、その証言を研究に活用できるようにデー
タ化していった。同時に、ヒアリング対象者から提供された資料は、①資料リストの作成、②重
要なものを選定してデジタル化、③性格の不明な文書についての追加ヒアリング、④追加ヒアリ
ングの記録の確定作業、という工程で、私文書を研究に活用できるように作業を進めた。 
 
4．研究成果 
  雑誌論文、報告書論文及び 2020 年に刊行した『歴史としての日教組』上下巻の図書で、a)日
教組結成（1947 年）から、1950 年代までの時期の日教組の大会・中央委員会及び中央執行委員
会における路線選択をめぐる対立の構図、b)初期教育研究大会（1951 年～）の成立と講師団選
出過程、c)日教組の平和運動への取り組みの変容とその政治的文脈、d)教育公務員特例法に対す
る日教組の対応、e)給特法（1971 年）・人材確保法（1974 年）の成立過程、e)（第一次）教育
制度検討委員会への学者・文化人の関与の思想史的文脈、f)労働戦線の再編と連合加入問題、
g)1989 年の日教組の分裂の解明、h)文部省と日教組との「歴史的和解」（1995 年）に関わる内
部プロセス、i)国際労働運動における日教組の関与――こうした諸主題を、ここ数年間の間に研
究によって考察してきた。その過程で、日教組内に所蔵された未整理史料の整理、及び日教組関
係者が手許に保存している私文書の収集・整理を進め、約 30 人の OB からインタビュー調査で
重要な歴史的証言を得ることができた。 
 個々の事象の過程や構造を明らかにし、その検討結果をつないでいく中で明らかになってき
たのは、実際の日教組は、多様なイデオロギーのグループを抱え込んでおり、さまざまな出来事
への対応や、大きな運動路線の選択をめぐって、いつの時期も組織内部にダイナミックな過程が
存在したということ、である（時期によっても消長がある）。特に労働運動全体の中でのさまざ
まな対立の構図が、そのまま反映した事項も少なくなかった。個別の事案にどういう態度で日教
組が臨むかという点だけではなく、情勢の分析や具体的な運動の手法の選択にも、労働運動の中
の考え方の対立が反映していた。 
そのことが意味するのは、公的に決定された運動方針の裏に、全く別の展開の可能性や、活か

されなかった議論などが、数多く存在していたということである。1950～80 年代の運動路線は、
非共産党系の主流派執行部が共産党系の反主流派の議論を押さえながら、主に総評内主流系の
労働運動路線に軸足を置きつつ、労働運動・教育運動を展開していったと総括することができる。
それゆえ、1950 年代から 80 年代までの日教組の運動方針の基調は、労働組合のナショナルセ
ンターである総評の動きと密接に関わって、方向が選択されていたことが明確になった。 
 本研究で明らかになってきたことをより詳細に述べると、次の通りである。 
結成直後の時期の日教組は、全逓や自治労連など共産党系の勢力が強かった他の公務系労働組



合とは対照的に、共産党系グループが一貫して少数派にとどまっていた穏健な中立系組合であ
った。日教組は、総評（1950 年結成）に加入した後、講和問題を契機に安全保障問題を軸にし
た保守―革新の対立軸が作られていく中では、平和問題を軸にして非共産系急進派グループの
イニシアティブが強まった。彼らは総評での他単産との共闘を重視したが、総評高野派と太田・
岩井派の路線対立が生じてくると、それがそのまま 50 年代後半の運動方針をめぐる日教組内の
対立となり、主流派内の左右の再編成が進んでいった。 
そのような状況の中、単産独自の取り組みとして、教育研究全国大会が 1951 年から開始され

た。それは、労働運動の諸方策が政府の労働運動対策によって抑え込まれていった状況への反応
でもあり、教育会の再興など教育界の中での保守的な動きへの対抗策でもあり、職能文化活動へ
の関心が強い組合員のニーズへの対応でもあった。ただし、日教組は、個々の組合員の教育研究
活動に関して、上から理念的に強く水路付けることを初期の段階の模索の後に諦め、全国の組合
員の自発的な研究活動に発表機会を提供する役割に限定した運営を行っていった。 
 1961 年に経済重視の運動路線に転換した後の日教組は、70 年代半ばまで、総評―公務員共闘
の助けを借り、さらに ILO 提訴の成功もあり、文部省を交渉相手に一定の成果を上げていった。
しかしながら、1970 年代半ばの総評型労働運動の挫折は、その後の日教組の運動を困難にした。
労働運動での戦術が限局されただけでなく、そのことが教育行政を協議の場に引き出す交渉力
を失わせたため、教育運動の側面でも有効な運動を組織できなくなった。新たな教育制度の提案
は宙に浮き、労働戦線再編への対応と臨教審（1984-87）への対応をめぐる組織内のイデオロギ
ー対立も表面化し、主流左派と共産系グループの共闘の時期を経た後、最終的に外部の労線統一
の流れに沿う形で、日教組は分裂（1989 年）に進んだ。共産党系の単組がまとまって離脱した
後の日教組は、運動方針を穏健化させる方向で見直しを進め、文部省との水面下での交渉を経て、
1995 年に「歴史的和解」に至った。 
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 ４．発行年

 ４．発行年

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数
日本大学文理学部広田研究室

 ３．書名

 ３．書名
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 １．発表者名

教育公務員特例法(1948～1949年)に関する日教組の路線選択

日本教職員組合の平和運動と朝鮮戦争

 ４．発表年



2019年

2020年

2020年

〔産業財産権〕

〔その他〕

86

311

303
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